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市町村における管内建設企業の立地状況①（東日本の地方部・大規模）

Ａランク

２７業者

Ｂランク

９０業者

Ｃランク

３９業者

3,500万円

1,200万円

（H21年度） （H27年度）

出所：①は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、 ②は（一財）建設業情報管理センター提供資料、③は総務省「地方財政統計年報」、④は今回のアンケート調査に基づき作成

① 人口規模：約30万人 → 約30万人

② 事業者数：約1,200業者 → 約1,100業者

③ 建設事業費：約180億円 → 約150億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ａランク

３５業者

Ｂランク

３７業者

Ｃランク

２５業者

3,500万円

1,000万円

500万円
１～２割減少

Ｄランク

５３業者

Ａランク

４０業者

Ｂランク

４１業者

Ｃランク

５３業者

2,500万円

1,000万円

Ａ市 Ｂ市

Ｅ市

Ｃ市

① 人口規模：約25万人 → 約25万人

② 事業者数：約1,000業者 → 約900業者

③ 建設事業費：約100億円 → 約110億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ａランク

２０業者

Ｂランク

３５業者

Ｃランク

１０７業者

4,000万円

1,500万円

Ａランク

３０業者

Ｂランク

２９業者

Ｃランク

３４業者

3,000万円

1,000万円

後継者不在、従業員
不足で２～３割減少

Ｄ市

① 人口規模：約25万人 → 約25万人

② 事業者数：約1,000業者 → 約1,000業者

③ 建設事業費：約110億円 → 約120億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

① 人口規模：約30万人 → 約30万人

② 事業者数：約1,300業者 → 約1,200業者

③ 建設事業費：約170億円 → 約170億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

後継者不在、従業員
不足で２～３割減少

後継者不在、従業員
不足で３～５割減少

後継者不在、従業員
不足で１～２割減少

① 人口規模：約30万人 → 約30万人

② 事業者数：約1,200業者 → 約1,100業者

③ 建設事業費：約130億円 → 約150億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

300万円

Ｆ市

１割以上増加

１割以上増加１～２割減少

３～５割減少

３～５割
減少

後継者不在、従業員
不足で２～３割減少

後継者不在、
従業員不足で
２～３割減少

400万円

Ｄランク

４６業者

① 人口規模：約15万人 → 約15万人

② 事業者数：約600業者 → 約500業者

③ 建設事業費：約100億円 → 約90億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ａランク

２３業者

Ｂランク

３１業者

Ｃランク

２６業者

3,000万円

1,000万円

400万円

Ｄランク

２７業者

１割以上増加

従業員不足や事業
継続の先行き不安
等で３～５割減少

どのランクにおいても、
建設企業の目立った
増減は見られない

大 大 大

大大大

特Ａランク

０業者
特Ａランク

０業者

※ 平成18年から平成28年の10年間の増減とその理由
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500万円

市町村における管内建設企業の立地状況②（東日本の地方部・中小規模）

Ａランク

３業者

Ｂランク

７業者

Ｃランク

８業者

1億円

2,500万円

500万円

１～２割減少

（H21年度） （H27年度）

出所：①は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、 ②は（一財）建設業情報管理センター提供資料、③は総務省「地方財政統計年報」、④は今回のアンケート調査に基づき作成

Ｄランク

１８業者

① 人口規模：約2万人 → 約2万人

② 事業者数：約110業者 → 約90業者

③ 建設事業費：約20億円 → 約22億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ａランク

９業者

Ｂランク

５業者

Ｃランク

１０業者

3,000万円

1,000万円

130万円

Ｄランク

９業者

Ａランク

２３業者

Ｂランク

１７業者

Ｃランク

３２業者

4,000万円

1,500万円

１～２割減少

Ｈ町Ｇ市

Ｌ村

Ｉ町

Ａランク

１０業者

Ｂランク

１２業者

Ｃランク

１０業者

5,000万円

2,500万円

Ａランク

０業者
Ａランク

０業者

Ｂランク

０業者

Ｃランク

２業者

9,000万円

1,500万円
１割以上増加

倒産により、
２～３割減少

Ｊ町

① 人口規模：約14,000人 → 約12,000人

② 事業者数：約120業者 → 約110業者

③ 建設事業費：約10億円 → 約9億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ｋ村

① 人口規模：約3,000人 → 約2,500人

② 事業者数：約20業者 → 約15業者

③ 建設事業費：約4億円 → 約4.5億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ｂランク

１業者

Ｃランク

２業者

1,500万円

Ａランク

１業者

後継者不在により
減少

4,000万円

① 人口規模：約10万人 → 約10万人

② 事業者数：約430業者 → 約350業者

③ 建設事業費：約90億円 → 約110億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

主に倒産により、
２～３割減少

① 人口規模：約850人 → 約800人

② 事業者数：2業者 → 2業者

③ 建設事業費：約4億円 → 約3.5億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

① 人口規模：約3万人 → 約3万人

② 事業者数：約110業者 → 約100業者

③ 建設事業費：約22億円 → 約23億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

増加

１～２割減少

１割以上
増加

後継者不在で
３～５割減少1,000万円

Ｄランク

１６業者

従業員不足で
３～５割減少

どのランクにおいても、
建設企業の目立った
増減は見られない

Ｄランク

０業者
Ｄランク

０業者

中中 中

小小中

※ 平成18年から平成28年の10年間の増減とその理由
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① 人口規模：約5万人 → 約5万人

② 事業者数：約200業者 → 約200業者

③ 建設事業費：約23億円 → 約27億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

① 人口規模：約35万人 → 約35万人

② 事業者数：約1,600業者 → 約1,400業者

③ 建設事業費：約150億円 → 約160億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

市町村における管内建設企業の立地状況③（西日本の地方部・大中規模）

Ａランク

４７業者

Ｂランク

６４業者

Ｃランク

１０４業者

8,000万円

3,000万円

1,000万円

２～３割
減少

（H21年度） （H27年度）

出所：①は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、 ②は（一財）建設業情報管理センター提供資料、③は総務省「地方財政統計年報」、④は今回のアンケート調査に基づき作成

Ｄランク

９５業者
２～３割
減少

Ａランク

１１業者

Ｂランク

１３業者

Ｃランク

２２業者

2,000万円

400万円

公共工事の減少
で３～５割減少

１～２割増加

130万円
１～２割増加

① 人口規模：約15万人 → 約20万人

② 事業者数：約700業者 → 約700業者

③ 建設事業費：約120億円 → 約80億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ａランク

５０業者

Ｂランク

４４業者

Ｃランク

７１業者

4,000万円

1,500万円

１～２割減少

２～３割減少

Ｍ市 Ｎ市

Ｐ市 Ｑ市

Ｏ市

① 人口規模：約20万人 → 約15万人

② 事業者数：約750業者 → 約600業者

③ 建設事業費：約110億円 → 約150億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ａランク

３０業者

Ｂランク

２９業者

Ｃランク

１９業者

5,000万円

3,000万円

1,000万円

Ｄランク

８４業者

① 人口規模：約40,000人 → 約35,000人

② 事業者数：約150業者 → 約100業者

③ 建設事業費：約20億円 → 約30億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ａランク

３業者

Ｂランク

９業者

Ｃランク

５業者

5,000万円

3,000万円

１～２割減少

３～５割減少

Ｒ市

① 人口規模：約35,000人 → 約35,000人

② 事業者数：約100業者 → 約100業者

③ 建設事業費：約17億円 → 約19億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ａランク

６業者

Ｂランク

７業者

Ｃランク

６業者

5,000万円

3,000万円

1,000万円

Ｄランク

１１業者

倒産により
１～２割減少

どのランクにおいても、
建設企業の目立った
増減は見られない

大 大 大

中中中

※ 平成18年から平成28年の10年間の増減とその理由
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① 人口規模：約25,000人 → 約25,000人

② 事業者数：約120業者 → 約110業者

③ 建設事業費：約18億円 → 約19億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

市町村における管内建設企業の立地状況④（西日本の地方部・中小規模）

Ａランク

８業者

Ｂランク

５業者

Ｃランク

６業者

2,000万円

700万円

200万円

（H21年度） （H27年度）

出所：①は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、 ②は（一財）建設業情報管理センター提供資料、③は総務省「地方財政統計年報」、④は今回のアンケート調査に基づき作成

Ｄランク

８業者

① 人口規模：約15,000人 → 約15,000人

② 事業者数：約100業者 → 約80業者

③ 建設事業費：約25億円 → 約15億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ａランク

４業者

Ｂランク

１３業者

Ｃランク

２０業者

5,000万円

2,000万円

1,000万円

後継者不在で
１～２割減少

Ｄランク

１６業者

後継者不在で
１～２割減少

後継者不在で
１～２割減少

Ｓ町

Ｖ町

Ｔ市

① 人口規模：約4,000人 → 約3,500人

② 事業者数：約20業者 → 約20業者

③ 建設事業費：約4億円 → 約6億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ａランク

２業者

Ｂランク

４業者

Ｃランク

３業者

5,000万円

1,000万円

後継者不在
で減少

倒産により減少

Ｗ町

① 人口規模：約2,500人 → 約2,500人

② 事業者数：9業者 → 8業者

③ 建設事業費：約12億円 → 約26億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

Ａランク

１業者

Ｂランク

０業者
Ｂランク

０業者

Ｃランク

１業者

3,000万円

2,000万円

1,000万円

Ｄランク

３業者

Ａランク

１０業者

Ｂランク

１１業者

Ｃランク

８業者

4,000万円

1,000万円

１～２割増加

公共工事の減少で
１～２割減少

従業員不足で
２～３割減少

Ｕ町

① 人口規模：約12,000人 → 約11,000人

② 事業者数：約60業者 → 約50業者

③ 建設事業費：約25億円 → 約19億円

④ ランク別の建設企業の状況（※）

どのランクにおいても、
建設企業の目立った
増減は見られない

中 中 中

小 小

※ 平成18年から平成28年の10年間の増減とその理由
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27団体

176団体

169団体

200団体

212団体

10業者未満

50業者未満

100業者未満

200業者未満

200業者以上

89団体

42団体

10業者未満

50業者未満

100業者未満

200業者未満

200業者以上

将来推計人口減少市区町村における建設企業数

○ 将来的な人口減少率が高い市区町村ほど、足許では管内の建設企業が少ない傾向。

出所：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口（平成24年1月推計）」、
（一財）建設業情報管理センター提供資料を基に作成

増加
（80団体）

減少率0～20％
（432団体）

減少率20～40％
（784団体）

減少率40％以上
（385団体）

計1,681団体（※）

※市町村別の将来推計人口が公開されていない福島県内の市町村を除く

■ 人口減少率別の市区町村の割合（2010年実績値と2040年推計値との比較）

■ 管内業者数別の人口減少市区町村の割合（管内に主たる営業所を有する業者数（H27.3末時点））

10団体

40団体

42団体

89団体

251団体

10業者未満

50業者未満

100業者未満

200業者未満

200業者以上

1市
15町26村

5市

157町

41村

50団体は
50業者未満

203団体は
50業者未満

42団体は
10業者未満

203団体は
50業者未満

9団体（計432団体） （計784団体） （計385団体）
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２０５０年の人口増減状況 ※ 国土交通省「国土のグランドデザイン2050」参考資料より抜粋

-15%

-21%
-25%

-28%

-37%

-48%
-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

市区町村の人口規模別の人口減少率

19% 44% 35%

増加
2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人口増減割合別の地点数

○全国を≪１km２毎の地点≫でみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地域の６割以上を占める（※現在の居
住地域は国土の約５割）。

○人口が増加する地点の割合は約2％であり、主に大都市圏に分布している。
○≪市区町村の人口規模別≫にみると、人口規模が小さくなるにつれて人口減少率が高くなる傾向が見られる。特に、現
在人口１万人未満の市区町村ではおよそ半分に減少する。

【2010年を100とした場合の2050年の人口増減状況】

６割以上（63％）の地点で現在の半分以下に人口が減少

0％以上50％未満減少

凡例：2010年比での割合

増加

50％以上減少（無居住化含む）

50%以上減少 0%以上50%未満減少

市区町村の
人口規模

人口減少率

全国平均
の減少率
約24％

居住地域の２割が無居住化

（出典）総務省「国勢調査報告」、国土交通省国土政策局推計値により作成。

無居住化
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૦
ਝ
঵
੮
৬

現在及び将来の維持管理の担い手の過不足状況に関する認識

＜現在における過不足状況＞ ＜10年後における過不足状況＞

੃
੊
ਿ
਩

૦
ਝ
੫
঵

■ 全域で不足 ■ 大部分で不足 ■ 一部で不足 ■ 不足は見られない

＜10年後、特に懸念されるもの（複数回答）＞

6

3
6

3
6

9

3

1
2

55

7
8

0

2
3

事業者数 技術者数 労働者数

4

8

11

8 8

12

11

4

8 8

3

10 11

5

8

10

事業者数 技術者数 労働者数

＜現在における過不足状況＞ ＜10年後における過不足状況＞

＜10年後、特に懸念されるもの（複数回答）＞

＜10年後、特に懸念されるもの（複数回答）＞＜現在における過不足状況＞ ＜10年後における過不足状況＞

2 1

1822

6

8

24

2

3
6 6

1

5 5
8

18
15

事業者数 技術者数 労働者数

※グラフ内の数字は団体数（回答を得られた団体のみ集計）

7
出所：今回のアンケート調査を基に作成



市町村の除雪体制

● 除雪機械の更新を行わない企業やオペレーターが不足している会社が多く、管内の除雪業者の確保に苦慮

● 除雪作業量は冬期の天候に左右されるため、暖冬の年は１年を通じた除雪機械の維持管理費用が業者の経営を圧迫することもある

● 降雪量は毎年異なるため、発注者側も除雪費用の安定的な見通しを確保することが困難であり、年度ごとのばらつきが大きい

● 除雪業者の小規模化や除雪機械の保有台数の減少などにより、除雪作業に要する日数が増加傾向にあり、除雪作業の遅れが懸念

● 自治体が抱えている除雪作業員の高齢化が進んでおり、退職後のオペレーターの確保や技術の継承が課題となっている

8

○ 市町村レベルでは、積雪の多く見られる地域の約４割の団体では50台以上の除雪機械を
稼働できる体制にあるが、中小規模の団体では50台未満しか稼働できない団体が太宗。

○ また、除雪機械を最も多く所有している主体は、市町村や建設企業の場合が多い。

除雪機械の最大稼働台数

中規模市町村 小規模市町村市町村全体
1-9台

3団体

10-49台

14団体

50台以上

13団体

1-9台

1団体

10-49台

7団体

50台以上

3団体

1-9台

2団体

10-49台

7団体

市町村 建設会社 リース会社

1-9台 0団体 3団体 0団体

10-49台 7団体 7団体 0団体

50台以上 2団体 9団体 2団体

市町村 建設会社 リース会社

1-9台 0団体 1団体 0団体

10-49台 2団体 5団体 0団体

50台以上 1団体 1団体 1団体

市町村 建設会社 リース会社

1-9台 0団体 2団体 0団体

10-49台 5団体 2団体 0団体

最大所有主体 最大所有主体 最大所有主体

除雪体制に関する市町村の認識

出所：今回のアンケート調査を基に作成

（n=30） （n=11） （n=9）

（人口5千人～4万人） （人口500人～2万人）



地域インフラの維持管理における課題や取組について

地域インフラが抱える課題

公共発注者の対応例

9

＜地方自治体の問題意識＞

・ 地域のインフラ施設の老朽化の進行に伴い、維持管理に要する人員面・予算面の手当が必要

・ 災害時の緊急出動など、迅速に対応できる体制確保が課題

＜建設業団体、建設企業からの意見や要望＞

・ 積算と実際の費用（諸経費等）との間に乖離があり、採算性を確保するのが難しい

・ 日ごとに作業量が異なり、適切な人員配置が困難

・ 除雪業務は降雪量によって作業量が大きく変動するため、待機費用や維持管理費用の負担が重く、採算性が確保しにくい

・ 安定した経営を行うためには、年間を通じた業務量の平準化が必要

＜都道府県の対応例＞

・ 除雪業務については待機費用や機会費用、重機の保険料等を別途計上

・ 地域維持型契約方式の活用により、複数年契約や維持管理業務と修繕工事の包括発注を実施

・ インフラの老朽化の予防・保全を図るため、ＩＣＴや住民参画を活用した管理手法を導入

＜市町村の対応例＞

・ 除雪業務については最低保障料金の支払に加え、重機の購入補助を実施

・ 建設企業の負担軽減を図るため、出来形管理や写真管理の頻度を必要最小限まで削減

・ 発注時期の平準化を図るとともに、分離・分割発注により受注機会を確保



海外の入札契約方式の事例①（枠組協定）

施工者C施工者A

一定期間内に行う複数の事業について、あらかじめ入札で選定された業者の中から個別契約できる

旨の協定を結ぶ方式 ※EU公共調達指令（2004年改正）

概 要枠組協定（Framework Agreement）の概要

施工者E

施工者B

施工者F

施工者D

施工者G

・・・

発注者

入札
書類

基本
合意

② フレームワーク
企業の選定

③ 基本合意 ④ 工事発注Ⅰ ⑤ 工事発注Ⅱ

工事契約Ⅱ
（随意契約）

工事契約Ⅰ
（競争入札）

選定

① 入札
（モデル工事に基づく予定価格）

企業の基本情報（法務、財務、安全衛生）や技術力（品質、過去の実績、

担当者の資格）、入札価格を踏まえ、枠組協定を締結する企業
を選定。

協定の期間は、原則として４年を超えてはならない。

一事業者と協定を締結する場合、協定に明示された条件に
限定して（発注）契約することが必要。

複数業者と協定を締結する場合、３者以上であることが必要。

■期待される効果

個別工事の発注において、協定締結
企業の中から受注者を選定（競争入札や

随契）。

価格提案のみを提出（企業の技術力や財務
状況は、協定締結の時点で評価）。

随意契約の条件や受注者の特定方
法、次順位者への移行方法等につい
ては、協定締結の際に明示。

■課題

協定から除外された
企業が、競争に参加
できない
協定内での競争入札
に勝てない企業が、
競争モチベーションを
失ってしまう可能性

個別工事個別工事枠組合意枠組合意

OR

基本情報・技術力＋価格

※協定に基づき、都度契約が発生

施工者B

施工者E 施工者G

施工者B

施工者E 施工者G

落札者

施工者B

随契

受発注者の事務負
担の軽減
受発注者間の良好
なﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ形成
複数年にわたり受注
者が計画を立てやす
いため、企業経営の
安定化に寄与

出所：（一社）国際建設技術協会「海外における包括的調達手法に関する調査業務報告書」（平成26年）を基に作成

※ EU公共調達指令で規定されている ※同左 10



海外における枠組協定の活用状況

出所：（一社）国際建設技術協会「海外における包括的調達手法に関する調査業務報告書」（平成26年）を基に作成

○ 枠組協定を導入しているＥＵ内の発注機関は地方自治体や公営企業等が多く、全体の８割以上。

○ 他方で、事業分野については建築関係の案件が多い（約６割）。

■ 枠組協定案件を発注している機関の内訳

中央政府

3件

地方自治体

59件公営企業等

51件

その他

16件

計85.3％

61.2％

※ 500万ユーロ（6億5,000万円）以上の公共工事が掲載されるＥＵの公告ＨＰ
（Tenders Electronic Daily）において、2013年の１年間の間に落札された
案件（129件）を対象としている

河川

14件

道路

2件

建築

（学校、庁舎、公営住宅など）

79件

公益施設

（ガス、電気、水道など）

17件

その他

17件

■ 枠組協定案件の事業分野の内訳

11



海外の入札契約方式の事例②（性能規定型維持管理契約）

発注者があらかじめ規定した管理水準を確保するため、受注者が自らのノウハウや創意工夫を活か
して維持管理の効率化を図る方法

性能規定型維持管理契約（Performance-Based Maintenance Contracting）の概要

■期待される効果

維持管理費用の縮減
管理水準の安定的な
維持
客観的な管理水準の
設定
担い手の育成

■課題

性能基準の適切な
設定が必要
受発注者間のリスク
分担の明確化が必要

など

① 目標の設定 ② 管理水準の設定 ③ 長期・包括契約

施工者C設計A 施工者E調査B 施工者F施工者D 施工者G ・・・・・・

④ 維持管理状況の監視
（成果の管理）

⑤ 成果に応じた支払

受注者受注者（異業種JV等）

目的

要求性能

性能規定

安全・安心な道路

走行上支障となる
ホール等がない

理解・合意

24時間以内に、
35mm以内に修復

【イメージ】

工種ごとに、性能要件と不具合が生じた場合
の許容復旧時間等について明示 契 約

・性能規定
・性能保証
・包括業務
・長期契約
・連続受注

走行上支障となるホール
等がないか、24時間以内
に復旧したか

道路施設等の供用中の性能だけを規定し、その管理水準を発注者が明示。管理水準の達成度合に応じて支払。
→ 作業時期、設計方法、新たな技術や材料の採用、施工・管理に関する事項等は、原則として受注者の責

任において決定。工事等における工法や手順を具体的に規定した「仕様」や、受注者が作業に投入した
機材・労務等の「数量」に基づかない。

維持管理業務は、日常管理と修繕業務に区分。日常業務の全てのメンテナンス作業を包括的かつ長期的に
総価契約するのが一般的。修繕業務も契約に含まれている場合、工事内容に応じて別途支払。

実施方法は、民間企業が検討・決定

ホール等

発注者

達成度合によっては
減額支払もあり得る

12出所：（公社）土木学会「維持管理等の入札契約方式ガイドライン（案）～包括的な契約の考え方～」（平成27年）を基に作成



地域建設業に期待される役割について（論点２－１：役割）

13

○ 地域の活性化や安全・安心の確保のために、地域建設業に期待される役割はどのようなものか。
○ 地域建設業が期待される役割を今後も果たしていくためには、どのような取組や制度が求められるか。

１ 地域インフラの担い手

○ 地域の守り手として、地域インフラを整備・維持管理

○ インフラの維持管理を日常的に行うことにより、地域防災力を確保

２ 災害時の応急対応

○ 災害時は公共発注者と緊密に連携し、迅速な応急復旧を支援

○ 災害現場では、地域の安全確保という発注者の「公務」に協力

３ 地域経済の中心

○ 特に地方部では、建設業は基幹産業であるとともに雇用の受け皿

○ 建設企業の積極的な事業展開により、地域活性化に寄与

受発注者の枠組みを超えて、地域
の安全・安心の確保など、献身的に
公務に協力する建設企業の位置付
けについて検討すべきではないか。

地域経済の活性化や雇用の受け皿
としての建設業の振興策について、
市町村の積極的な取組が期待され
るのではないか。



地域インフラの維持管理体制について（論点２－２：受注側）

14

共同受注（ＪＶ、組合等）に関する意見

＜都道府県からのアンケート結果＞

（意見）

・安定的な受注機会の確保により、人員や資機材を計画的に調達することが可能

・中小・中堅建設企業における担い手の確保や技術力の向上に寄与

・災害時の柔軟な対応や相互補完が可能

（課題）

・落札者の偏りによる受注機会の喪失が懸念されるため、競争性の確保を図る必要

・ＪＶの代表企業の負担が大きくなる傾向にあり、構成者間の業務分担が難しい

＜市町村からのアンケート結果＞

・管内の建設企業の減少を防ぐためにも、共同受注の取組は重要

・競争性の確保を図る観点からは、単体発注を基本とすべきではないか

・ＪＶは規模の大きな工事を対象としているが、管内にはそういった工事が少ない

＜建設業団体、建設企業からのアンケート結果＞

（意見）

・災害時の相互応援が可能となり、応急復旧の体制確保に寄与

・事業の中長期的な見通しやリスクの分担を図ることが可能

（課題）

・建設企業の数が充足している地域では、特段必要ないのではないか

・特定の建設企業に受注が偏らないよう、競争性の確保に配慮することが必要

・幹事企業の負担が大きくなり、構成者の負担度に不均衡が生じるおそれ

公正・公平に配慮しつつ、安定的・
包括的に維持管理業務を行うことに
相応しい体制はどのようなものか。

海外の事例も参考に、予め枠組み
について合意した上で、個別に契約
できるような制度の検討を進めるべ
きではないか。

共同受注のメリットや課題等を整理
した上で、馴染みやすいケースにつ
いては、共同受注を進めるべきでは
ないか。



すでに発注関係事務の運用に支障

を来している（来しつつある）

4団体

職員のみではやや困難

のため、一部の発注関

係事務を外部に委ねて

いる 10団体

ほとんど職員のみで適切

に履行できている

33団体

現状 10年後

● 今後、技術職員の減少に伴って発注体制の維持・確保が困難になると考えられる
ため、民間企業等を活用した発注体制の補完は有効であるが、守秘義務が生じる
案件の取扱いには注意が必要

● 現有する技術職員だけで発注関係事務を適切に履行することが困難な場合には、
積極的に民間企業等を活用することが必要と考えられるが、その結果、現有する
技術職員の技術力の低下を招く懸念もある

● 発注関係事務は多種多様であるところ、その外部委託を検討するに当たっては、
コストや事務作業量を大きく削減できるものを対象とすることが重要

民間コンサル等を活用した発注体制の補完について

● 大規模災害からの復旧・復興やＰＰＰ・ＰＦＩなど、高度な専門性や特殊な
ノウハウを要する場合には有効な手法であるが、ＣＭ会社等の民間企業
に過度に依存すると、自治体の技術職員に専門性が身につかないおそれ

● 民間委託は発注関係事務の手続を不透明化するおそれもあることから、
導入に当たっては情報漏洩の防止や公正・公平な入札契約手続の確保
を図ることが重要

現状及び将来の発注体制についての懸念

職員のみでは困難で、可能な限り事務

の外部委託を検討する必要がある

6団体

職員のみではやや困難

で、一部事務の外部委託

も検討する必要がある

16団体ほとんど職員のみで適切

に履行できるだろう

14団体

分からない

11団体

計22団体

計14団体

都道府県の発注体制

発注権限などの民間委託について

発注関係事務の共同化について

● 管内市町村の発注体制を補完する観点からは、発注関係事務を共同で
行うことにより技術力の向上・継承を支援することが必要 15

出所：今回のアンケート調査を基に作成

（計47団体）



市町村の発注体制

● 最小限の人員で対応しているところ、災害時などの一時的な工事発注量の増加
に対応できないおそれ

● 現在、事務職員だけで発注関係事務を行っているところであり、専門的な判断が
難しい場面に遭遇することもある

● 技術職員の年齢構成に偏りがあり、今後、専門知識を有する職員の大量離職に
備え、若年職員にどのように技術などを継承していくかが課題

● 将来的に技術職員がいなくなると想定しており、今後、技術職員を計画的に採用
することが重要と認識

● 技術職員の採用活動を行っても定員割れが続き、今後の担い手確保に懸念

将来の発注体制についての懸念や課題等 民間コンサル等を活用した発注体制の補完について
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0
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8
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0

5
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Ａ村 Ｂ村 Ｃ村 Ｄ村 Ｅ町 Ｆ町 Ｇ町 Ｈ村 Ｉ町 Ｊ村

（億円）

人口規模 大小

発注関係事務の担当職員数

最小値:約6,000 最大値:約34,000 最小値:約800 最大値:約4,500

中規模市町村 小規模市町村

■技術職員数 ■事務職員数 普通建設事業費

2

9 11

4 4
8

2 2

中央値:約15,000 中央値:約2,400小 大

● 全ての発注関係事務を市町村単独で行うことは困難であることから、橋梁
点検などの技術力を要する分野で民間コンサルを活用している

● 現在、職員の再任用や外郭団体の活用等により発注関係事務に対応して
いるが、民間委託については検討中

● 発注関係事務を担当している職員が減少している中、現時点においても、
一部の事務を外部委託しているところであるが、今後更なる拡大を図って
いくことも必要になるのではないか

● 将来的には全ての発注関係事務を市町村単独で行うことは困難になると
想定しているところ、ＣＭ会社等の活用も検討すべきではないか

（億円） （人）（人）

16
出所：今回のアンケート調査を基に作成



自治体における災害協定の締結状況

○ 市町村レベルでは、約８割の自治体が民間の企業や団体と災害協定を締結しているが、
その割合は小規模自治体ほど減少する傾向。

○ また、締結先は管内の建設企業・建設業団体が多く、管外と連携している自治体は少数。
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出所：今回のアンケート調査を基に作成



市町村が災害協定を締結する目的とその評価方法

○ 市町村は総じて、建設企業が保有している重機やそのオペレーターの活用、被災箇所の
迅速な調査・状況把握など、自らの業務の補完のために災害協定を締結する傾向。

○ 他方で、中小規模の自治体では災害協定の締結を評価していない団体が太宗。
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出所：今回のアンケート調査を基に作成

■ 災害協定を締結している場合の評価方法
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＜市町村全体（n=41）＞

＜中規模市町村（n=15）＞

＜小規模市町村（n=8）＞



市町村の発注体制について（論点３－１：発注側）
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Ⅰ 市町村の発注体制について

Ⅱ 地域インフラの共同発注について

＜大規模市町村からのアンケート結果＞

・橋梁工事の発注経験を有する職員が少なく、対応に苦慮

・品質確保や手続の透明性、緊急時の災害対応など、関係業務の増大により職員の負担が増加

＜中規模市町村からのアンケート結果＞

・技術職員がおらず、事務職員だけで発注を行わなければならない状況

・総合評価落札方式の導入などにより業務量が増大しており、発注関係事務の実施体制に懸念

＜小規模市町村からのアンケート結果＞

・行政改革の影響により最小限の人数で発注関係事務を行っており、災害時の対応が困難

・自治体職員の年齢構成が偏っており、高齢職員の退職後の人員確保に懸念

自治体の規模にかかわらず、
技術力を要する維持管理業
務については、体制の補完が
必要ではないか。

緊急時の災害対応等を見据
えた発注体制の整備が必要
ではないか。

＜市町村における取組事例＞

・道路施設や橋梁等の点検の共同発注

・一部事務組合等による上下水道の共同管理

＜地方公共団体からのアンケート結果＞

（意見）

・近隣自治体との共同発注については、広域的な維持管理のノウハウの共有が期待

・技術力を要する分野では、共同発注の必要性が高い

（課題）

・受発注者間において各々の役割や公物管理に関する責任を適切に分担することが必要

・自治体インフラの老朽化の状況については、当該自治体の職員が自ら把握しておくことが必要

インフラの適切な維持管理の
ため、共同発注を更に進める
必要があるのではないか。



民間委託等による発注体制の補完について（論点３－２：発注側）

Ⅲ 民間委託等について
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＜都道府県からのアンケート結果＞

（意見）

・すでに発注関係事務を担当する職員が足りていないため、民間企業等の活用は必要

・現時点では必要性に乏しいが、今後の職員数の減少に伴い、民間活用の必要性は高まる

・ＣＭについては、大規模工事など、発注者の経験の少ない工事での活用を検討

（課題）

・インフラの維持管理の責任の重大さを考えると、民間委託等は最小限に留めるべき

・地域の建設企業の受注機会の確保や自治体職員の技術力の低下を防止することが必要

・民間委託等を導入する場合、具体の案件の守秘義務や情報管理について対応する必要

・ＣＭの導入に当たっては、業務の透明性や公正・公平な履行を確保する必要

＜市町村からのアンケート結果＞

・設計や積算、工事監理等の業務について、今後、民間コンサル等の活用を検討する必要

・橋梁点検等の技術力を要する分野では、民間企業等の専門性を活用する必要

・最小限の人員で発注関係事務を行うために、すでに県の外郭団体や民間委託等を活用

＜建設業団体、建設企業からのアンケート結果＞

（意見）

・施工能力やノウハウを有する企業であれば、民間委託等に対応することは可能

・民間委託等に当たっては、関係者間の役割やリスクの分担を明確化する必要

（課題）

・民間委託等を行うと、委託業務と建設工事を同時に受注できなくなるおそれ

・発注関係事務の情報管理が不十分だと、情報の漏洩リスクが懸念される

地域の実情や自治体の職員体制に
より状況は大きく異なると考えられる
ことから、発注者の実情に応じたき
め細かい対応が必要ではないか。

将来にわたって発注体制を維持す
ることが困難な場合は、民間委託等
を積極的に活用すべきではないか。


